
第46号様式

※

（〒４６０－８５０８　）

（電話　　　　　　　　　　　　　　　　　））
名古屋市　　中　　区

（電話　　　　　　　　　　　　　　　　　））

兆 千 円

熱田　花子

名古屋市中区三の丸三丁目１番１号
０５２－１２３－××××

三の丸三丁目１番１号

０５２－１２３－××××

かぶしきがいしゃ　なごやぜいむ

株式会社　　名古屋税務

名古屋市熱田区神宮三
丁目１番１号

設

立

・

新

設

・

移

転

し

た

登 記
平成　　○○　　年　　○　　月　　○　　　日

設

立

・

新

年月日

名 称
（屋号）

（電話　　　　　　　　　　　　　）

名古屋市中区三の丸三丁目１番１号

150

十億

所
在
地

新

旧

事業所
床面積

㎡

百万

氏名
又は出資金の額

資 本 金 等 の 額

年月日 平成　　○○　　年　　○　　月　　○　　　日
左
記
以
外
の
市
内
の
事
務
所

、
事
業
所
又
は
寮

熱田　太郎

氏名又は名称

名古屋市 市税事務所長
住所

経理責任者氏名
法人の

代表者 資 本 金 の 額

栄

平 成 ○ 年 ○ 月 ○ 日 住 所
又 は
所在地

本 店

市内の主たる
事務所、事業所
又 は 寮 等（宛先）

ふ り が な

処理

事項

法 人 の 設 立
申告書事 務 所 事 業 所 新 設 廃 止

＜法人の設立＞の場合

市内の主たる事務所

等を所管する市税事

務所長へ提出します。

本店と同じである場合は「同上」でも結構です。

代表者個人の住所・氏

名を記載してください。 １０００００００

１５００００００

概算の数値で結構です。

なお、名古屋市では市内の事業所床

面積の合計が800㎡以上又は従業者

左記以外に名古屋市内に事務所

がある場合は、その事務所につ

いて記入してください。

連 結 申 告 に お け る
法人税の連結確定申告
期限 の 延 長 の 有 無

有　（　　　　月） す る 書 類
備 考

無

法 人 税 の 確 定
申 告 期 限 の
延 長 の 有 無

有　（　１　　月）
１　定款、寄附行為、規約又は
　　規則の写し
２　登記事項証明書（写し）
３　その他参考資料

関与税理士
氏 名無 併せて提出

法 人 税 に お け る
連 結 納 税 承 認
の 有 無

有　（連結法人） 連 結 親 法 人 ・
子 法 人 の 区 分

連結親法人

無　（連結法人以外の法人） 連結子法人
名古屋税理士事務所
　△△　次郎

（電話　○○○－○○××）

人
及び従業者数

一 般 社 団 ・ 財 団
法 人 の 場 合

非営利型法人 公 益 法 人
等 の 場 合

収益事業を行う

普通法人 収益事業を行わない

　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日
廃

止

名 称

所 在 地

事業所床面積
㎡ 人 ㎡

年 月 日 　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

事
業

種
目

　　　３　月　　３１　　日まで

た
従業者数

人

市

外

の

支

店

等

の

名

称

・

所

在

地

給

与

支

払

者

住 所
又 は
所 在 地

氏 名
又 は
名 称

事
業
年
度

又
は
連
結

事
業
年
度

　　　４　月　　　１　　日から

　　　　　　月　　　　　　日から 　　　　　　月　　　　　　日まで

名古屋市中区三の丸三丁目１番１号

（株）名古屋税務

設

・

移

転

15 人

専門サービス業

床面積
寮
等
の
名
称
・
所
在
地

15
市 内 の
全従業者数

概算の数値で結構です。

なお、名古屋市では市内の事業所床

面積の合計が800㎡以上又は従業者
数の合計が80人以上の場合、事業所
税の申告義務があります。

給与支払の事務をしてい

る所の住所・名称等を記

入してください。

Ｖ

設立の届には、１及び２の書

類を必ず添付してください。

連結納税をしていない場

合は記入不要です。

連結納税をしていない

場合は記入不要です。

一般社団法人又は一般

財団法人の場合に記載

してください。

地方税法第２９４条第７項

に規定する公益法人等の

場合に記載してください。

Ｖ



第46号様式

※

（〒１００－●●●●　）

（電話　　　　　　　　　　　　　　　　　））
名古屋市　　中　　区

（あて先） （電話　　　　　　　　　　　　　　　　　））

兆 千 円

設

立

・

新

年月日

名 称
（屋号）

（電話　０５２－１２３－××××）

所
在
地

新

旧

事業所
床面積

㎡

年月日 平成　　○○　　年　　○　　月　　○　　　日
左
記
以
外
の
市
内
の
事
務
所

、
事
業
所
又
は
寮

設

立

・

新

設

・

移

転

し

た

登 記
平成　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　日

経理責任者氏名
法人の

代表者 資 本 金 の 額 十億 百万

氏名
又は出資金の額

資 本 金 等 の 額熱田　太郎

平 成 ○ 年 ○ 月 ○ 日 住 所
又 は
所在地

本 店

市内の主たる
事務所、事業所
又 は 寮 等

ふ り が な

氏名又は名称

処理

事項

法 人 の 設 立
申告書事 務 所 事 業 所 新 設 廃 止

東京都○○区××１丁目１番１号
０３－１２３４－××××

三の丸三丁目１番１号

０５２－１２３－××××

名古屋市

栄 市税事務所長

かぶしきがいしゃ　なごやぜいむ

株式会社　　名古屋税務

名古屋市熱田区神宮三
丁目１番１号

150

熱田　花子

名古屋支店

名古屋市中区三の丸三丁目１番１号

名古屋市中村区竹橋町３６番３１号

中村事務所

住所

＜事務所新設＞の場合

市内の主たる事務所

等を所管する市税事

務所長へ提出します。

代表者個人の住所を記載

してください。 １０００００００

１５００００００

支店登記をしていない事務

所の場合は、記入不要です。

事務所の移転の場合は、

「新」及び「旧」欄に記載して

ください。

左記以外に名古屋市内に事務

所がある場合は、その事務所

について記入してください。

概算の数値で結構です。

なお、名古屋市では市内の事業所床

面積の合計が800㎡以上又は従業者

（電話　○○○－○○××）

連 結 申 告 に お け る
法人税の連結確定申告
期限 の 延 長 の 有 無

有　（　　２　月） す る 書 類
備 考

無

法 人 税 の 確 定
申 告 期 限 の
延 長 の 有 無

有　（　１　　月）
１　定款、寄附行為、規約又は
　　規則の写し
２　登記事項証明書（写し）
３　その他参考資料

関与税理士
氏 名無 併せて提出

法 人 税 に お け る
連 結 納 税 承 認
の 有 無

有　（連結法人） 連 結 親 法 人 ・
子 法 人 の 区 分

連結親法人

無　（連結法人以外の法人） 連結子法人

人
及び従業者数

一 般 社 団 ・ 財 団
法 人 の 場 合

非営利型法人 公 益 法 人
等 の 場 合

収益事業を行う

普通法人 収益事業を行わない

　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日
廃

止

名 称

所 在 地

事業所床面積
㎡ 人 ㎡

市

外

の

支

店

等

の

名

称

・

所

在

地

給

与

支

払

者

住 所
又 は
所 在 地

氏 名
又 は
名 称

年 月 日 　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

東京都○○区××１丁目１番１号

（株）名古屋税務

事
業
年
度

又
は
連
結

事
業
年
度

　　　△　月　　　△　　日から

　　　　　　月　　　　　　日から

　　　○　月　　○○　　日まで

　　　　　　月　　　　　　日まで

事
業

種
目

専門サービス業

設

・

移

転

床面積
寮
等
の
名
称
・
所
在
地

た
従業者数 人

市 内 の
全従業者数

人

10

25

名古屋税理士事務所
　△△　次郎

給与支払の事務をしてい

る所の住所・名称等を記

入してください。

概算の数値で結構です。

なお、名古屋市では市内の事業所床

面積の合計が800㎡以上又は従業者
数の合計が80人以上の場合、事業所
税の申告義務があります。

Ｖ

連結納税をしている場合は、「法人の法人税における連結納税につ

いての届出書」の提出をしてください。

一般社団法人又は一般

財団法人の場合に記載

してください。

地方税法第２９４条第７項

に規定する公益法人等の

場合に記載してください。

Ｖ

名古屋市に初めて支店を設置する場合には、１及び２の

書類を必ず添付してください。

Ｖ

Ｖ



第46号様式

※

（〒４６０－８５０８　）

（電話　　　　　　　　　　　　　　　　　））
名古屋市　　中　　区

（あて先） （電話　　　　　　　　　　　　　　　　　））

兆 千 円

栄 市税事務所長
名古屋市熱田区神宮三
丁目１番１号

氏名 熱田　太郎

熱田　花子

登 記

資 本 金 等 の 額

事務所事業所
又 は 寮 等 ０５２－１２３－××××

かぶしきがいしゃ　なごやぜいむ

株式会社　　名古屋税務

名古屋市

ふ り が な

氏名又は名称

住所

百万

住 所 名古屋市中区三の丸三丁目１番１号

又 は ０５２－１２３－××××

所 在 地 市内の主たる 三の丸三丁目１番１号

事項

申告書事 務 所 事 業 所 新 設 廃 止
法 人 の 設 立

処理

平 成 ○ 年 ○ 月 ○ 日 本 店

代表者 資 本 金 の 額 十億

又は出資金の額

経理責任者氏名
法人の

　　　　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

名 称
（屋号）

旧

　　　　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

所
在
地

設

立

・

新

設

立

・

新

設

・

移

転

し

た

新

年月日
左
記
以
外
の
市
内
の
事
務
所

、
事
業
所
又
は
寮

事業所
床面積

㎡

年月日

（電話　　　　　　　　　　　　　）

＜事務所廃止＞の場合

本店と同じである場合は「同上」でも結構です。

市内の主たる事務所

等を所管する市税事

務所長へ提出します。

代表者個人の住所を記

載してください。 １０００００００

１５００００００

「事務所廃止」のみの場合は、これ

らの欄は記入不要です。

名古屋税理士事務所
　△△　次郎

法 人 税 に お け る
連 結 納 税 承 認
の 有 無

中村営業所

有　（連結法人）

無　（連結法人以外の法人）

連 結 親 法 人 ・
子 法 人 の 区 分

一 般 社 団 ・ 財 団
法 人 の 場 合 普通法人

　　　　　　月　　　　　　日まで

市

外

の

支

店

等

の

名

称

・

所

在

地

給

与

支

払

者

名 称

　　　　　　月　　　　　　日まで

事
業

種
目

名古屋市中村区竹橋町３６番３１号

　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

及び従業者数

年 月 日

事
業
年
度

又
は
連
結

事
業
年
度

　　　　　　月　　　　　　日から 　　　　　　月　　　　　　日から

住 所
又 は
所 在 地

50 5

設

・

移

転

廃

止 事業所床面積
㎡ 人

所 在 地

た

平成　　○○　年　　×　　月　　○　　日

併せて提出

関与税理士
氏 名

寮
等
の
名
称
・
所
在
地

㎡

人

収益事業を行わない

収益事業を行う非営利型法人 公 益 法 人
等 の 場 合

人

備 考

氏 名
又 は
名 称

床面積

従業者数

市 内 の
全従業者数

人

法 人 税 の 確 定
申 告 期 限 の
延 長 の 有 無

有　（　１　　月）

無

無

１　定款、寄附行為、規約又は
　　規則の写し
２　登記事項証明書（写し）
３　その他参考資料

連結親法人

連結子法人

（電話　○○○－○○××）

連 結 申 告 に お け る
法人税の連結確定申告
期限 の 延 長 の 有 無

有　（　　　　月） す る 書 類

概算の数値

で結構です。

Ｖ
連結納税をしていない場

合は記入不要です。

連結納税をしていない

場合は記入不要です。

一般社団法人又は一般

財団法人の場合に記載

してください。

地方税法第２９４条第７項

に規定する公益法人等の

場合に記載してください。

Ｖ

支店登記をしていない事務所を廃止

する場合は、１及び２の書類は添付

する必要はありません。


